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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本企業として事故・不祥事を防ぎ、高い安全性・信頼性を誇ることのできる組
織となるためには何をするべきかについて、高信頼性組織(High Reliability Organization: HRO)の観点からアプロー
チした。研究初年度に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所過酷事故の多面的分析や近年注目さ
れている情報セキュリティ対応チーム(Computer Security Incident Response Team: CSIRT)の歴史的・組織的分析を
行いその結果を論文・学会発表等で国内外に発信するとともに、関連業界への講演・提言等を通じて社会にフィードバ
ックした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the essentials for organizations to 
create safety , security and reliability from the perspective of HRO (High Reliability Organization). 
Main results of the research are as follows: 1)multi-methodological analysis of the severe accident of 
Fukushima Daiichi Nuclear Plants, TEPCO that experienced the Great East Japan Earthquake of March 11, 
2011, and the accompanying tsunami, 2)Historical/Organizational analysis of Computer Security Incident 
Response Teams(CSIRTs) in/between Organizations.

研究分野： 経営学、高信頼性組織

キーワード： 高信頼性組織　安全文化　危機管理　情報セキュリティ　組織実践　ディスコース分析
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１．研究開始当初の背景 
 近年、日本企業において、事故や不祥事が
多発している。例えば、JR 西日本福知山線
における脱線事故、電力各社の原子力発電所
での隠蔽・虚偽報告、ライブドア・村上ファ
ンドの不祥事、トヨタ自動車のリコール事件
など、枚挙に暇がない。このような企業の事
故・不祥事は、現代社会に生きるわれわれの
生活を脅かすに至り、まさしく緊急かつ優先
的に解決していかなければならないもので
ある。本研究プロジェクトでは、このような
事故・不祥事を起こす企業とそうではない企
業との違いは何か、日本企業として事故・不
祥事を防ぎ、高い安全性・信頼性を誇ること
のできる組織となるためには何をするべき
かについて、高信頼性組織(High Reliability 
Organization: HRO)の観点からアプローチ
することを目的としている。 
 HRO とは、常に過酷な条件下で活動しな
がらも、事故発生件数を標準以下に抑えてい
る組織のことを指す(Weick and Sutcliffe, 
2001)。すなわち、事故等の問題が生じやす
い状況下においても、その事態を敏感に感知
し、未然に防ぐ仕組みを備えた組織のことで
ある。HRO の具体例として、Weick らは送
電所、航空管制システム、原子力航空母艦、
原子力発電所、救急医療センター、人質解放
交渉チームを挙げている。この種の組織の一
部は、不測の事態に直面しながらも、機能停
止に陥ることは少ない。しかしながら、不測
の事態に直面する確率は非常に高く、また、
複雑な技術システムが用いられている。だが、
一方で、同様のオペレーションを営む他組織
では、先述の組織に比べ、機能停止に陥る確
率が高いものも存在する。 
 すなわち、ほぼ同じ条件下(設備、環境、人
員のスキル・レベル等)におかれているにもか
かわらず、ある組織は極めて安全なオペレー
ション実績を達成し、ある組織は頻繁に大小
の事故を繰り返す。なぜ組織によって事故の
発生する頻度、事故の深刻さが大きく異なる
のか、そこに影響している諸要因群を経験的
な調査から見つけ出そうとする問題意識が
HRO 研究の出発点となっている(西本, 2004)。
事故が不可避であると考えられる状況下に
おいて安全に運営されてきているならば、そ
こには他の組織にはないものが存在してい
るはずであるという考えが HRO 研究の根底
にある。 
 HRO 研究は、現代の高度に発達した科学
技術社会において事故は避けられないとす
るノーマル･アクシデント理論および個人の
認知・行動の限界からミスやエラーが発生す
るというヒューマン・エラー分析という 2 つ
の事故・エラー研究を基にし、発展してきて
いる。これらの研究では、失敗の原因分析を
｢技術的要因｣もしくは｢個人的要因｣のどち
らか一方からのみ行ってきた。しかしながら、
HRO 研究では、｢技術的要因｣、｢個人的要因｣
から生ずると考えられてきたエラーや事故

は、さまざまな要因が絡み合って生じている
という考えに基づき研究を進展させている。
すなわち、｢組織的要因｣がその背景に存在す
るという視点から研究を行っているのであ
る。たとえば、航空機事故でいえば、既存の
研究では、事故を起こした航空機の構造や耐
久性、各種パーツの性能、設計段階での問題
点といった｢技術的要因｣から調査されてき
たし、また、スリーマイル原子力発電所事故
では当初、オペレータの操作ミスなど主に
｢個人的要因｣の観点から事故分析が行われ
きた。しかしながら、このような「技術的要
因」および「個人的要因」から生ずるエラー
や事故の背景には、「組織的要因」が存在し
ており、その「組織的要因」を理解しなけれ
ば、エラーや事故の本質は理解できない。こ
のような事故・不祥事の分析における研究焦
点の移行、つまり｢技術的要因｣、｢個人的要
因｣から｢組織的要因｣へという移行は、研究
面で大きな意味があるだけでなく、実践的に
も高い有効性を持つ。 
 
２．研究の目的 
 上記のような分析焦点の移行は、ひとつに
は、事故や不祥事の原因をより構造的かつ根
源的な要因に求めるものへと研究が進展し
ていることを意味している。また、もうひと
つには、分析対象が見えやすく、また調査し
やすいものから、より見えにくくまた調査し
難いものへと徐々に進展し、研究範囲を拡大
してきたことを意味する。したがって、こう
した研究の流れを汲む本研究プロジェクト
は、理論的にも実践的にも、これまでのよう
な対症療法的な事故・不祥事防止策ではなく、
より本質的な形で高い信頼性を誇る組織に
なるための方向性を明らかにする。 
 HRO の研究によって、組織を事故発生の
最大要因であり、また組織の信頼性を高める
ことが事故や不祥事を低減させる要因と見
なす発想は近年になってようやく一般的な
ものとなってきた。例えば、2009 年の
Human RelationsにおいてHROの特集号が
組まれ、そこで組織的要因を探究する研究成
果が示されている。また、日本の産業界にお
いては、原子力安全分野、情報セキュリティ
分野を発端に HRO の概念が注目され始めた
ところである。これらに対して、われわれの
研究(中西, 2005, 2006, 2007; 髙木, 2006; 中
西・髙木 , 2008; Takagi and Nakanishi, 
2009)では、日本における HRO 概念の構築と
ともに HRO の特徴を持つ企業の現状につい
て示してきた。したがって、われわれは日本
の HRO 研究において最先端の理論とデータ
の蓄積・確保しているが、それをさらに展開
し、確固たるものとすることが必要である。 
 本研究プロジェクトでは、こうした日本企
業が高い信頼性を誇る組織になるためには
どのような条件が求められるのかを、「組織
行動・プロセス」「組織マネジメント」「組織
文化」の 3 層(中西, 2007)を中心に明確にし



ていく。また、組織を取り巻く環境・制度な
どがその条件に対してどのようなポジティ
ブ/ネガティブな関係があるのかを分析して
いくために、複数の業種・業態に対してより
広範囲の調査を行い、それぞれの業種・業態
でどのような違いが存在するのかを検討す
る。 
  
３．研究の方法 
 本研究プロジェクトの調査研究の方法と
しては、HRO 研究の特徴であるトライアン
ギュレーション(Roberts, 1989)を強く意識
し、情報リソースの性質や研究対象の属性な
どに従って、多面的なアプローチを行う。具
体的には、これまで蓄積した研究成果を基に
して、HRO とその周辺分野に関する理論研
究を主流に、(1)HRO 関連および対象業界に
ついての文献・資料調査、(2)従業員やステー
クホルダーを対象としたアンケート調査、
（3）信頼性の維持に従事する担当者やマネ
ジャーに対するインタビュー調査、そして
（4）実際の現場を対象としたフィールドワ
ークを行い、これらを統合して、組織におけ
る安全性・信頼性の条件を複眼的・重層的に
明らかにしていく。このような調査研究の特
徴を最大限に発揮するために、本研究プロジ
ェクトでは、研究対象とする業界ごと、研究
方法ごとに調査研究チームを構築して行う。 
 本研究の調査対象（フィールド）として、
(1)ICT、(2)医療、(3)エネルギー、(4)自動車
業界を設定する。これらは、歌代（2006,2007）、
中 西 ・ 髙 木 (2008) 、  Takagi and 
Nakanishi(2009)のようにすでに先行してあ
る程度調査分析が進みつある ICT 業界をは
じめ、研究代表者および研究分担者が得意と
するフィールドであるが、研究の進捗によっ
ては、対象を縮小、拡大、変更するなどして、
研究継続性を確保する。 
 研究方法としては、HRO および周辺領域
の最先端の理論研究を、内外の文献調査を中
心に継続的に行っていくとともに、そこで構
築したフレームをもとに上記フィールドに
おける日本の実態を明らかにしていく。さら
に、その調査結果を理論に反映させ、現代日
本企業にとっての HRO のあり方の理論モデ
ルに接近していく。したがって、研究の方法
は、以下のようになる。 
(1) HRO 関連および対象業界についての文
献・資料調査 
 HRO 研究において、本研究プロジェクト
の関連領域である企業倫理との関係なども
含め（四本,2006,2009）、われわれは日本で
は先行しているが、グローバルな視点からの
最先端の情報を常に求めるために、海外の研
究記事、雑誌を継続的に調査する。具体的に
は 、 Human Relations, Organizational 
Science, Organizational Studies など欧米の
組織論系の雑誌を中心に HRO およびその周
辺領域の研究者の文献を収集する。また、対
象とする業界についてより深い理解を得る

ために、関連資料・記事等も広く収集・分析
し、他の調査結果の分析にも反映させる。 
(2）従業員やステークホルダーを対象とした
アンケート調査 
 これまでわれわれはすでに先行して複数
のアンケート調査を実施している。たとえば、
研究分担者の髙木（2006）は、「組織の行動・
プ ロ セ ス 」 に つ い て 、 Weick and 
Sutcliffe(2001)を基に加筆修正したフレーム
を用いて尺度構成した Likert Scale で、ICT
業界を対象とした Web 調査の結果を分析し
ている。また、電力をはじめとする複数業
種・企業については、研究代表者の中西
（2007）の「組織マネジメント」のフレーム
をもとに集合研修場面等で行った２択
（Yes/No）式のチェックリストの分析を、福
島・八坂・中西（2009）が報告している。さ
らに現在、製造業・医療を対象とした Web
調査の結果を研究分担者の歌代が分析して
いるところである。 
 今回の研究においては、これらの先行調査
の結果を総合してより妥当性のあるフレー
ムワークを構築するとともに、これまでの質
問項目を整理・再構築し、新たに Web ベー
ス調査および／または企業研修等での紙ベ
ースでの調査を行う。分析手法としては、従
来の統計的手法（因子分析、重回帰分析、共
分散構造分析等）のみならず、われわれが想
定しにくい回答者の認知構造を明らかにす
るために、データマイニングの手法も用いる。
対象としては、これまで組織メンバーである
従業員を中心に行ってきたが、概念や調査結
果の妥当性をより確かなものとし、事故・不
祥事を起こさない組織として社会はどのよ
うな点を重視するのかといった外的指標を
探るために、顧客や一般消費者など外部のス
テークホルダーを対象とした調査も行う。 
(3) 信頼性の維持に従事する担当者やマネジ
ャーに対するインタビュー調査 
 ICT企業のオペレーションやエネルギー業
界のコントロールセンター、医療の病棟や自
動車のラインなど組織の信頼性を支える現
場の担当者、マネジャーに対してインタビュ
ー調査を行う。われわれは、髙木（2007,2008）
や中西・髙木・星（2010）の研究において、
ストーリーテリングの視点から見た独自の
インタビューの手法を構築しており、これを
活用する。収集したインタビューデータにつ
いては、内容分析・テキストマイニングによ
って深層を明らかにしていく。具体的な質問
内容としては、「組織の行動・プロセス」（事
故や不祥事を起こす組織と、起こさない組織
の行動の特性やプロセスの違いはどこにあ
るのか）、「組織マネジメント」（問題の発生
や再発を防ぐための施策にはさまざまなも
のがあるが、それは実際にどのように運用さ
れ、認識されているのか）、「組織文化」（組
織によってその文化は異なるということは
半ば常識となっているが、エラーや事故が生
じない理由として、その組織の文化がどのよ



うに影響しているのか）、というテーマから
インタビューを行う。 
 (4) 実際の現場を対象としたフィールドワ
ーク 
 ①事故・不祥事を起こさない組織と②事
故・不祥事を起こした組織、②の中でも(1)
そこから回復できた組織と、(2)そうではない
組織、それぞれ対象となる組織がどのように
オペレーションを行っているのか、また行っ
た行為に対しどのような認識を持っていた
のかについて調査することを目的として、実
際にオペレーションの現場に参加する。われ
われも指摘しているように（星, 2006; 髙木, 
2010 など）近年の実践(practice)の視点から
の研究では「何故、組織はそのようなことを
行ったのか？」という疑問を解決するために、
当該現場に参加して詳細な観察をし、「厚い
記述(thick description)」により行為者の背景
を示すことが求められる。そのため、現場に
長期間にわたり参加することが必要となる。 
(5)(1)～(4)を総合した理論モデルの構築 
 (1)～(4)の結果を踏まえ、現代日本企業に適
用可能な HRO の理論モデルを構築する。
HRO 研究の領域が学際的に広がってきてい
ることから、近接研究分野を含めたモデルの
ロバストネスを確認する必要がある。そのた
め、関連領域も含めた学会・研究会などに積
極的に参加し、モデルの評価を求める。すで
に 2010 年度、教育心理学会や電気学会、原
子力学会等、工学系を含む関連分野からの招
待を受けていることから、今後もこうした分
野との学際的交流を行っていくことで、より
リッチな HRO の理論モデルを構築、提言す
る。 
 
４．研究成果 
 平成 23 年度は、HRO に関する理論研究を
スタートさせた。また参加研究者間でインタ
ビュー調査、アンケート調査、およびフィー
ルドワークの手法の統一を行った。これらの
ことと並行して、対象企業・組織に対し予備
的なミーティングを行い、各社の置かれた状
況の把握、課題事項の論点整理を行った。こ
の予備ミーティングにより、我々がこれまで
研究してきたフレームの適用可能性を確認
するとともに、実際の企業に合致するように
適宜修正・変更を行うことで、よりそしきの
じったいにてきごうしたフレームを構築し
た。 
 平成 24 年度は、平成 23 年度に行った理論
研究の成果と予備ミーティングに基づき、主
に ICT 業界を対象として調査研究を行った。
またその成果を学会誌や学内紀要に投稿す
るとともに国内外の学会で成果報告を行っ
た。また、エネルギー業界、医療業界に所属
する企業に対しては、平成 25 年度の本格的
な調査に入るための事前調査を実施した。 
 平成 25年度は、業界毎にチームを編成し、
研究を推進した。エネルギー業界では、研究
のバックグラウンドとなる高信頼性組織研

究の研究初期において研究対象であった原
子力発電所について、東日本大震災を起因と
した福島第一原子力発電所での過酷事故へ
の対応の実際について、ネットワーク分析、
内容分析、そしてディスコース分析のアプロ
ーチから多面的に検討し、学会やシンポジウ
ムで報告を行うとともに、学会誌への投稿を
行った。また、ICT 分野では、コンピュータ
ーセキュリティにおけるインシデント対応
を行う CSIRT(Computer Security Incident 
Response Team)に対するインタビューを行
うとともに、会社間を横断するワーキンググ
ループに参加することで情報収集を行った。
そして、この成果を学会報告等で行った。さ
らに、高信頼性組織に関する最新の研究成果
についてまとめ、学会誌に投稿した。 
 平成 26 年度は、本研究プロジェクトの最
終年であるため、昨年度に実施した東京電力
福島第一原子力発電所での過酷事故の当時
の状況に関する多面的研究の成果をさらに
深耕させること、および各分野におけるフィ
ールドワークおよびインタビュー調査のま
とめを各分野担当者においてすすめ、研究会
および学会で発表を行った。そして、平成 26
年度までの研究成果を基にして叢書出版の
ための打ち合わせを行った。 
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